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各種計画書及び仕様書の

作成方法と積算方法
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本日の話
１ 建築保全業務共通仕様書

２ 建物規模と管理仕様

３ 発注形態と仕様のポイント

４ 管理対象設備

５ 実施する業務と計画表

6 積算



設備業務に関しては、

第2編 定期点検等及び保守

第3編 運転・監視及び日常点検・保守

設備管理の仕様書を作成するに当たり、
基本となるのは、

建築保全業務共通仕様書



建物規模又は、管理仕様

第2編 定期点検等及び保守
建築物等の定期点検、臨時点検、保守等に関する
業務に適用する。

第3編 運転・監視及び日常点検・保守
中央監視制御装置がある建築物等において常駐して
実施する運転・監視及び日常点検・保守に関する業務
に適用する。



・年間（夜間）
・昼間
・指定日
・他

建物規模又は、管理仕様

定期点検等及び
保守

定期点検等
及び保守

定期点検等
及び保守

運転・監視及び
日常点検・保守
保全員の常駐

大規模
建物

中規模
建物

小規模
建物

※日常点検・保守
保全員が巡回

・毎月、隔月
等を指定
・緊急対応

保全員が常駐しない運転・監視
及び日常点検・保守業務は無し

小規模ビルでも、電気設備がある。エアコンが設置されている。
トイレ等の給排水設備がある。防災設備がある。

3,000㎡未満

3,000㎡以上

10,000㎡以上



委託費用

設備管理仕様書

建物設備の管理業
務を発注するに当
たって、建物をどのよ
うに管理しますか？ ・業務内容

・業務計画
・各種の業務実施報告、記録
・管理担当者の配置
・業務体制
（資格、要員配置、勤務時間他）
・緊急対応
・業務引継ぎ
・他



発注形態

大規模建物
中規模建物

ビルメン会社
（運転監視・日常点検

保守）

小規模建物

再委託
定期点検等
及び保守

定期点検等及び保守
（業務毎に個々に契約）

業者が実施する業
務を誰が管理する
のか？
管理方法を定めて
おく必要がある。

定期点検及び保守
（業務毎に個々に契約）

ビルメン会社
管理契約はビルメン会社
一社でOK
再委託業務は全てビルメン
会社が管理



設備管理業務の仕様書作成のポイント

・正しく積算できる資料を提供すること。
・実施する業務を明確にすること。

そのためには、
１．管理の対象となる設備機器を提示すること。
設備機器の名称、概要（形式、性能）、台数など

２．作業項目と作業内容、周期などを示すこと。



設備管理を発注する
設備：管理対象設備

設備名 規格 数量 備考

変
電
設
備

断路器
7.2kV 400A DS×3
7.2ｋV 200A 〃

1
4

遮断器
7.2ｋV 600A 250MVA
7.2ｋV 400A 100MVA

1
4

変圧器

非常用発電機

3相6.6kV/210V 200kVA
3相6.6kV/210V 100kVA
単相6.6kV/105-210V 50kVA
ディーゼル機関 ラジエータ式 210V

1
1
4
1

空
調

・
換
気
設
備

送風機 A系統
排風機 機械室

風量26,000CMH 電動機3相200V 15kW
風量11,200CMH 電動機3相200V3.7kW

1
1 荏原製作所㈱

ヒートポンプエアコン
AC-2-1 天吊型
AC-2-2 〃
AC-2 室外機

全熱交換器 V-1
V-2

冷房：8.0kW 暖房：9.0kW
冷房：5.60kW 暖房：6.30kW
冷房：56kW 暖房：63kW
PZ-60SSP 660/380ｃｍｈ100Ｖ 148Ｗ
PZ-60SSP 510/280ｃｍｈ100Ｖ 115Ｗ

4
4
1
8
5

ダイキン㈱

三菱電機㈱

給
排
水
設
備

受水槽
高置水槽

４．５㎥
２．０㎥

1
1

ブリジストン㈱
セキスイ

揚水ポンプ 50Ф×44.8ｍ×140Ｌ/min 3相200V 3.7kW 2 東芝

機械室排水槽
〃 排水ポンプ
汚水槽
〃 汚水ポンプ

２５㎥
65Ф×12ｍ×300Ｌ/min 3相200V 2.2kW
１５㎥
80Ф×11ｍ×400Ｌ/min 3相200V 3.7kW

1
2
1
2

荏原製作所㈱

荏原製作所㈱

消
防
設
備

消火設備
消火用水槽
消火栓ポンプ
避難設備
避難器具
誘導灯
報知設備
受信機

容量50㎥
65Ф×300Ｌ/min 3相200V 7.5kW

垂直降下式

P型1級

1

2
67

1

管理台帳

設備図面

建設時の資料

実際に設置さ
れている設備



主要機器
業務区分

備考
運転・監視及び日常点検保守 定期点等及び保守

建
築

屋根、外壁、外部床、屋外階段、
自動ドア、免震部材
内部建具 等

1D 1M・3M
3M・6M・1Y・3Y

5Y・10Y

電
気
設
備

電灯・動力設備
受変電設備
・遮断器、変圧器、断路器 等
自家発電設備 等
太陽、風力発電設備
通信、外灯設備 等

1D・1W 1M・3M 6M・1Y・3Y・6Y

Y点検は、
停電が伴う検査

機
械
設
備

ボイラー
・鋳鉄製、鋼製、温水発生器
冷熱源機器
・遠心冷凍機、吸収冷凍機
・パッケージ形空気調和機 等

2H ・ 1D ・ 4D

IN・ON

IN・ON・OFF

定期検査

空調調和等関連機器
・オイルタンク、冷却塔、ポンプ
・送風機、空気清浄装置、
・換気扇 等
給排水設備
・受水タンク、高置タンク
・汚水槽、雑排水槽
・ポンプ、温水器、ろ過装置 等

1W 1M 6M・1Y

空調調和等関連機器
IN・ON・OFF点検

受水、高置タンク清掃
水質検査
汚水、雑排水槽清掃

消防
防災
設備

消火、警報、避難等の設備 他
非常照明、防火、排煙等の設
備

― 6M・1Y

法定点検
・機器点検
・総合点検

搬送設備 ― 1M・3M・6M・1Y 定期検査

監視制御設備 1D・1W 6M・1Y

実施する業務（１）

大規模
建物

☆運転・監視及び
日常点検・保守

☆定期点検等
及び保守

参考例：設備点検業務計画

※各設備機器の点検項目は、
保全業務共通仕様書による。



参考例：設備巡回点検業務計画実施する業務（2）

中規模
建物

☆巡回点検

※各機器の点検項目は、
保全業務共通仕様書による。

（※日常点検・保守）



参考例：設備定期点業務検計画

中規模
建物

小規模
建物

実施する業務（3）

☆定期点検等及び保守

参考例：環境管理計画

受水槽10㎥×2槽
高置水槽5㎥×2槽

上記以外に、
・空調設備の定期点検：2回/年
（冷凍機・ボイラー・空調機器、その他関連設備）
・昇降機設備の点検：12回/年 法定検査1回/年
・浄化槽の定期点検：1回/年
他



設備管理の積算の作成に当たり、
基本となるのは、

建築保全業務積算要領

労務数量
労務数量は、技術者区分毎に、業務の標準歩掛に
必要数量を乗じて算定する。

労務単価
建築保全業務労務単価による。

歩掛り：設備機器について、点検・整備等を行う作業時間を、一日の

労働時間（8時間）で、除した数値で示されている。
歩掛り＝作業時間÷１日の労働時間（480分＝8時間）

積算



積算要領 屋根の点検 延べ面積1,000㎡以下 保全技師Ⅲ

単位100㎡ 1回当たり点検するために要する 歩掛り0.052

0.052とは、0.052×480分＝24.96≒25分作業となっている。

業務費＝26,600（東京）×0.052≒1,383円

積算例



実施する業務（3）で示した
定期点検等及び保守業務
の内、受水槽・高置水槽
の清掃費用を積算する。

受水槽10㎥×2槽
高置水槽5㎥×2槽



保全技術員 労務単価 保全技術員補 労務単価 業務費用

21,000 18,200

受水槽 21,000×1.8=37,800 18,200×6.2=112,840 150,640

高置水槽 21,000×1.8=37,800 18,200×6.2=112,840 150,640

301,280

受水槽 10㎥×2槽
高置水槽 5㎥×2槽

受水槽・高置水槽の清掃業務費

保全業務労務単価は令和5年（R5.2.14）
東京

（単位：円/日）

積算要領
2.3.4給排水衛生機器
(3)受水タンク又は高置タンクで2槽式の
清掃の場合は、1槽を1基とし、それぞれ
の水槽容量ごとの歩掛を乗じて算出する。



建物規模と管理仕様によって様々

実施する業務（１）で示した
運転・監視及び日常点検・保守

想定：建物規模
延べ床面積10,000～15,000㎡程度

・電気設備 ・空調設備（ボイラー×2基、吸収冷凍機×2台）
・給排水設備 ・監視 ・昇降機設備について、

周期１D（1日1回）と４D（１日4回）実施する業務の歩掛を集計すると

受電設備

ボイラー

吸収冷凍機







歩掛を集計すると
設 備 保全技師補 保全技術員 保全技術員補

電気設備 0.041 0.01

空調設備（ボイラー２基） 0.734 0.256

空調設備（冷凍機2台） 0.672 1.024

給排水設備 0.02

監視 0.01

昇降機 0.01

歩掛計 0.734 0.979 1.064

作業時間 約6時間 約8時間 約8.5時間

ボイラー、冷凍機が
設置されている
建物では、3名の保
全員の常駐となる。

但し、

※１Dに関する歩掛を集計したが、運転監視日常点検及び保守には、
１W（１週ごと）１M（月ごと）２M（2カ月ごと）３M（3カ月ごと）の業務があり
それぞれの歩掛を集計して、技術者区分に応じた適正な人員を選定
する必要がある。

上記の計算では、ボイラーと冷凍機を同時に運転管理している想定
であるが、実際は、暖房期・冷房期の運転であり歩掛の数値は当然
変わってくる。



（1）業務量（歩掛）で算定する場合
①発注する管理対象設備の各項目から
技術者区分ごとの周期（１D・１W・１M・２M・３M）の歩掛を集計する。
②集計した歩掛×年間業務日数×技術者区分の労務単価

注意・建物の規模等によって、設置されている設備機器に違いがある。
・季節によって、業務量が変化する。（ボイラー、冷凍機等の関連設備）
・設備数量や容量等によって、歩掛数値が変化する。
・歩掛が設定されていない場合、「見積による」がある。

運転監視の
業務費算定
方法

保全技師・保全技術員等日割り基礎単価
（単位：円/日）

保全技師Ⅰ 保全技師Ⅱ 保全技師Ⅲ 保全技師補 保全技術員 保全技術員補

東京 26,200 24,700 26,600 21,900 21,000 18,200



（2）常駐する保全員を指定して算定する場合
①常駐人数や技術者区分・所有資格等を指定する。
②年間の業務日数と業務時間を指定する。

（昼間だけの時間指定・夜間も常駐）
【例】
・3名の常駐で、8時間／日とする。（昼間で常駐時間を指定）
・技術者は、保全技師補、保全技術員、保全技術員補を各1名常駐する。
・業務日数242日とする。（土日、祝日、年末年始を123日と仮定）

この場合の 年間の直接人件費は、

242日×61,1 00円（技術者区分の保全労務単価の合計）=14,786,200円

※常駐する技術者が行う業務を共通仕様書によって、定める必要がある。



設備管理業務における

各種計画書及び仕様書の作成方法と

積算方法について解説してきました。

何か不明点等があれば、全国ビルメンテナンス協会へ

お問い合わせください


